
ふたつのアルプス望岳の里｢南田市場｣景観形成住民協定書

まちづくり基準
（協定書第７条関係）

Ⅰ 基 本 的 な 方 針

協定書前文によります。

Ⅱ 土 地 利 用 計 画

(協定地域図参照)１ 協定地域内を次の地区に分け、土地利用の方針を設定します。

Ａ 地 区 都市計画用途地域の準住居地域(国道１５３号伊南バイパス沿線)

沿道業務系施設の土地利用が可能な地区とします。

基本的には、都市計画用途地域で定められた土地利用とします。

Ｂ 地 区 都市計画用途地域の第1種住居地域(都市計画道路中割経塚線･市場宮の北線)

住宅の他、沿道の土地利用が図れるよう店舗・事務所等の立地が可能な地区と

します。

基本的には、都市計画用途地域で定められた土地利用とします。

Ｃ 地 区 都市計画用途地域の第２種中高層住居専用地域(区画整理補助幹線)

良好な住環境を守りながら、一定規模の店舗・事務所等の立地が可能な地区と

します。

基本的には、都市計画用途地域で定められた土地利用とします。

Ｄ 地 区 都市計画用途地域の第１種中高層住居専用地域

住宅の他、地域内の居住者の日常生活の利便に配慮して、小規模な店舗等の立

地が可能な地区とします。

基本的には、都市計画用途地域で定められた土地利用とします。



Ⅲまちづくり基準

１ 土地利用基準

（１）屋外における物品の集積等、地域の良好な環境・景観に影響を与える土地利用はでき

ないものとします。

（２）各地区内において建築することができる建築物は、建築基準法の用途地域の制限によ

ります。

２ 建築物等の基準

（１）地区内において建築物の新築や改築、増築等をしようとする場合の建物の基準は、

原則として次のとおりとします。（別表１ 基準適用の範囲）

道路からの 隣地境界から
地 区 建ぺい率 高 さ 階 数

後 退 距 離 の 後 退 距 離

全 ６０％以下 １３ｍ以下 ３階以下 ２ｍ以上 １ ５ｍ以上.
(北側道路からは①により (隣地境界からできるだ

ます) け離し、ゆとりある空間地

(道路から出来るだけ後退 を確保します)

し道路側に空地を確保し、区

緑化に努めます)

①北側道路からの後退距離は、１ｍ以上とするように努めます。

②Ａ、Ｂ地区において、県景観条例の大規模行為として届出が必要な建築物については、

道路から５ｍ以上後退するものとします。

ただし、２．５ｍ以上５ｍ未満とする場合は、道路側には圧迫感を与えないよう、緑

地等の設置を行うものとします。また、緑地等の管理は確実に地権者が行うことを基

(あ)本とし、地域環境美化活動には、協力するものとします。

③道路及び隣地境界からの後退距離は、建築物の外壁までの距離とします。

④宅地面積により道路及び隣地境界からの後退距離の基準緩和を図ります。(別表２)

⑤北側隣地については２階及び３階の段階的後退距離基準を適用します。(別表 )2
⑥高さが３ｍ以下の建築物は道路後退距離のみ基準を適用します。(外壁のないものは除

く)

⑦ゆとりある敷地を確保するため最小敷地面積は２５０㎡とします。ただし、区画整理

の換地によるものは、この限りではありません。

（２）駐車場設置比率は次のとおりとします。

営業種類 事業者は営業面積により外来駐車場を設置するものとします。

事 務 所 事務所面積の1/4以上で2.5×6mに満たない場合は15㎡(約1台分)とします。

店舗の営業面積の1/3以上。但し、大型店舗(営業面積1000㎡以上)は、法に
店 舗

基づいて別途協議します。

工 場 工場面積の1/5以上で2.5×6mに満たない場合は15㎡(約１台分)とします。



（３）屋根は、地域景観に配慮し、山形勾配屋根を基本とします。

ただし、構造上不可能な場合は、一部玄関先、若しくは出入口、道路側に勾配屋根を設

(あ)置し、趣旨に同意します。（模造屋根も可とします。）

（４）屋根や壁など建物の色は原色を避け、できるだけ落ち着いた色調にします。

（５）屋上、屋外設備は、できるだけ外部から見えにくいように工夫します。

３ 垣、柵、擁壁等の基準

（１）道路に面する側の垣、又は柵の構造は、できるだけ生け垣、又はフェンス等の透視が

可能なものとします。

（２）ブロック塀等の場合は、高さ１．２ｍまでとします。

（３）敷地の土留めは、できるだけ自然の法面の緑化、自然石積み、化粧ブロック等を用い

るようにします。擁壁等の構造物を使用する場合は、高さ１．２ｍまでとしますが、区

画整理の換地において造成済みのものは、この限りではありません。

(あ)（４）フェンスは美観の向上と、遮音、遮光に重点を置きます。

①道路側境界のメッシュフェンスで、内部の隠ぺいが必要な場合は植栽を行います。

高さの限度は２ｍまでとし、できるだけ開放感を出します。

②２４時間営業又はこれに準ずる営業を行う場合は、営業大小にかかわらず、騒音、

振動、光害、防犯、その他について隣地地権者と話し合いをもち、合意を得るもの

とします。

③前号により合意した場合の隣地境界は、極力植栽をもって遮音、遮光に努めます。

これによれない場合は不透明性のフェンスを高さ２．４ｍ以下で設置することがで

きます。この場合、必ず地域全体の美観に配慮し、植栽などで補います。

④フェンスを看板に使用することはできません。

４ 緑化の基準

（１）農地以外の土地利用をする場合は、敷地内の緑化に努めます。特に道路に面した場所

は、可能な限り緑化に努めるものとします。

（２）植栽に当たっては、可能な範囲内で中高木類を植え、ボリュームのある緑化に努めま

す。

（３）緑化推進と保全の意識を高めるため、地域で決めたシンボルツリーの植樹を行います。



５ 屋外広告物の基準

協定地区内においては、次に定める屋外広告物以外は設置及び表示できないものとします。

（１）自己の氏名、事業又は営業に関し、自己の住居、事務所、営業所等の敷地に表示する

もの

① 共通基準

ア 敷地内の表示面積の上限は、次のとおりとします。

区 域 表示面積

伊南バイパス線沿線 ２０㎡

中割経塚線、市場宮の北線及び上穂飯坂線沿線 １０㎡

上記以外の区域 ３㎡

イ けばけばしい色を地に使用しないようにします。

ウ 点滅の電飾やサーチライトを使用しないようにします。

エ 道路から１ｍ以上後退するものとします。

オ 設置及び表示場所は、日照・夜間光害など住宅や農地などに影響のない場所と

します。

② 地上に設置するもの

ア 高さ及び１面の表示面積の上限は、次のとおりとします。

区 域 高 さ 表示面積

伊南バイパス線沿線 １０ｍ １０㎡

中割経塚線、市場宮の北線及び上穂飯坂線沿線 ８ｍ ５㎡

上記以外の区域 ５ｍ １ ５㎡.
イ 敷地内各道路面に１箇所設置できるものとします。ただし、敷地内の誘導サイ

(あ)ンは看板より除きます。

ウ 交差点の隅切りの端から概ね５ｍ以上離れるものとします。

エ 支柱の色は、グレー系又は焦げ茶系を基本とします。

③ 建築物へ表示するもの

ア 建築物の屋根及び屋上には表示しないようにします。ただし、屋上に設置した

機械室や突出物の目隠し等には表示できるものとし、この場合の看板面積は一面

当たり１／３以下とします。

イ 壁面広告物の表示面積は、表示する壁面面積の５分の１以下とします。

ウ 袖看板は、下端の高さを地盤面から２．５ｍ以上、上端の高さを壁面の高さ以

内、壁面からの出幅を１．５ｍ以内に設置するものとします。

（２）事務所、営業所等への案内を目的として表示するもの

① 原則として、伊南バイパス線、中割経塚線、市場宮の北線及び上穂飯坂線沿線以

外は、設置できないものとします。

② 高さは、原則として１．５ｍ以上、３．５ｍ以下とします。

③ １つの大きさは、横長の場合は縦０ ６ｍ、横１ ８ｍ以内、縦長の場合は縦１ ８. . .
ｍ、横０ ６ｍ以内とし、１箇所片側３枚まで、表裏あわせて６枚までとします。.



２枚以上付ける場合、上下又は左右の間隔は、１０㎝以上空けるものとします。

④ 道路から１ｍ以上後退するものとし、交差点の隅切りの端から概ね５ｍ以上離れ

るものとします。

⑤ けばけばしい色や点滅の電飾、サーチライトを使用しないようにします。

⑥ 支柱の色は、グレー系又は焦げ茶系を基本とします。

（３）公共団体及び公共的団体が設置又は表示するもの

６ 自動販売機の設置基準

自動販売機は、原則として設置しないものとします。

ただし、自己の営業用敷地内で次の条件を満たすものは設置できます。

①青少年の健全育成に影響の無いもの。

②交通安全上、又景観上支障の無い場所に設置するもの。

④空き缶等の管理が適正に行われること。

平成 年 月 日13 10 16
(あ)平成 年 月 日16 5 12



まちづくり基準別表

別表１ まちづくり基準適用の範囲

基準適用の対象 １ 新たに建築物等の新築又は改築を行う場合

となる範囲 ２ 既存の建築物等を増築する場合

１ 既存のまま建築物等を移転しない場合

２ 既存のまま建築物等を移転する場合
基準適用の対象

３ 既存の建築物等の位置・床面積を変えずに模様替えを行う場合
とならない場合

４ 曳き家で既存の建築物とほぼ同程度のものを改造する場合

５ 現位置で既存の建築物とほぼ同程度のものを改造する場合

（注）①新築とは更地に新たに建築物を造ることをいう。

②改築とは既存の建築物を取り壊して、これと位置・用途・構造・階数・規模がほぼ

同程度のものを建てることをいう。

③増築とは敷地内の既存の建築物を建増しする場合をいい、棟としては新築であるが、

同一敷地内に既存の建築物がある場合は増築となる。

④改造とは既存の建築物と同程度の機能を回復するために行う部分的な除却及び増築

をいう。



別表２ 宅地の基準緩和と２階及び３階の北側隣地後退距離

道路後退距離
宅地面積 隣地後退距離 北側隣地後退距離 適用除外

（北側道路は除く）

１Ｆ １．５ｍ以上
㎡を超え300

２．０ｍ以上 １．５ｍ以上 ２Ｆ １．５ｍ以上
る場合

３Ｆ ３．０ｍ以上

㎡を超え １Ｆ １．０ｍ以上200
間口又は奥行き

㎡以下の １．５ｍ以上 １．０ｍ以上 ２Ｆ １．０ｍ以上300
が ｍ未満11.5

場合 ３Ｆ ３．０ｍ以上

１Ｆ 適用なし
㎡以下の200

適用除外 ２Ｆ １．０ｍ以上
場合

３Ｆ ３．０ｍ以上

（注）北側隣地後退距離については、宅地の南北が、１１．５ｍ未満であるものは適用し

ない。

【道路及び隣地後退距離】

道路

隣地

隣地

【２階及び３階の北側隣地後退距離】

宅地面積 ㎡を超える場合 宅地面積 ㎡を超え ㎡以下の場合300 200 300

境界 境界

3F 3F

2F 2F

1F 1F

道
路

道
路
後
退
距
離

隣
地
境
界
後
退
距
離

道路後退距離

隣地境界後退距離

3.0m

1.5m

1.5m

3.0m

1.0m

Ｎ Ｎ


